














































スイス連邦の言語政策は､ 藤井 (2019､ 6061頁) によると､ 多言語主義
(Multilingualism / multilinguisme) と領域性 (属地主義)4) の原則 (	

/ principe de 	) に基づいて実施されている｡ 多言語主
義については､ スイス外務省が開設しているスイス紹介 webサイト Discover
Switzerland においても ｢スイスの国家としてのアイデンティティにとって
不可欠なものである5)｣ と示されている｡ 2017年時点では､ 人口の62.6％が
ドイツ語を､ 22.9％がフランス語を､ 8.2％がイタリア語を､ 0.5％がロマン
シュ語を自らの第一言語であると申告している (Office 	de la
statistique 2019a)｡ 増本は､ ｢スイスの言語政策には個人の言語の自由を尊重
する属人主義 (	) と､ 地域ごとに従来使われてきた言語
を尊重する属地主義 (	) のふたつの原則｣ (増本 2010､
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2) ヴォー州：Canton de Vaud､ ローザンヌ市：Ville de Lausanne｡
3) ベルン州：Kanton Bern / Canton de Berne､ ビール／ビエンヌ市：Stadt Biel / Ville de
Bienne




22頁) があり､ 公式な使用言語を決定するとともに､ 個人が使用する言語の
選択の自由を保障することで､ これら相反する原則に折り合いをつけている
と指摘している (増本 2010､ 22頁)｡ また､ 第二次世界大戦以降の移民政策
の結果､ 国語・公用語以外の言語が増加していることも､ スイスの多言語性





いる｡ そして第４条でドイツ語､ フランス語､ イタリア語､ ロマンシュ語を
国語 (Landessprachen / Langues nationales) と規定し7)､ 多言語主義の原則
を示している｡ また､ 第70条１項で､ ドイツ語､ フランス語､ イタリア語を
連邦の公用語とした上で､ ロマンシュ語については､ ロマンシュ語話者とコ
ミュニケーションを取る際の連邦公用語であると規定している｡






6) スイス連邦憲法は1848年に成立し､ 1874年に全面改定され､ 国民投票で可決された｡
現行憲法は1999年に全面改定され国民投票で可決され､ 成立した｡
7) 1848年の連邦憲法は第109条でドイツ語､ フランス語､ イタリア語を連邦の国語と規
定し､ 1938年の改定ではロマンシュ語を加えた４言語を国語とした｡
8) 17のカントン (Aargau, Appenzell Ausserrhoden, Appenzell Innerrhoden, Basel-Stadt,
Basel-Landschaft, Glarus, Luzern, Nidwalden, Obwalden, Schaffhausen, Schwyz, So-
lothurn, St. Gallen, Thurgau, Uri, Zug, ) がドイツ語のみを公用語とし､ ４つの
カントン (Geneva, Vaud, 	
	, Jura) がフランス語のみを公用語とし､ ３つの
カントン (Bern, Fribourg, Valais) がドイツ語とフランス語を公用語としている｡ ま
た Ticino 州がイタリア語のみを､ 
	/ Grisons 州がドイツ語､ イタリア語､
ロマンシュ語の３言語を公用語としている｡







して､ 出自､ 人種､ 性別､ 年齢､ 社会的地位､ 生活様式､ 思想的及び政治的
信条､ 身体的､ 精神的・心理的障害などと並んで､ 言語を挙げている｡ 連邦
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9) 代表的な法律としては､ 2007年10月５日制定 (2010年１月１日発効) の連邦法 Loi
 sur les langues nationales et la 	

 entre les 	

linguistiques (国語と各言語コミュニティー間の理解に関する法律：LLC) がある｡
同法は､ 連邦が４言語を平等に扱い､ 言語使用の自由を保障し､ 伝統的言語地域の分
布を考慮に入れ､ 言語コミュニティー間の理解を促進するという原則を謳っている
(第３条)｡ また､ 原則として､ 連邦の法律や公式文書は､ ドイツ語､ フランス語､ イ
タリア語により公表され (第10条)､ 特に重要な文書と連邦選挙の投票に関する文書
はロマンシュ語でも公表されると規定している (第11条)｡ 多言語州に対する支援
(第21条)､ イタリア語とロマンシュ語の言語文化の保護と促進 (第22条) についても
規定している｡




方 (Berner Jura / Jura bernois) の公用語はフランス語､ ゼーラント行政地域
(Verwaltungsregion Seeland / administrative du Seeland) と同地域内の
ビール／ビエンヌ行政区 (Verwaltungskreis Biel/Bienne / arrondissement
administratif de Biel/Bienne) はフランス語とドイツ語の２言語を公用語とす
るが､ ゼーラント行政区 (Verwaltungskreis Seeland / arrondissement admini-
stratif du Seeland) はドイツ語のみを公用語とするというものである11)｡ そ
して同４項は､ 州と基礎自治体 (以下､ 市町村) は２言語併用に起因する特







10) 第６条２項と３項は2006年に住民投票で可決､ 2010年に発効した｡ これは2010年の同
州内の行政単位の再編 (26地区 (Amtsbezirke / districts) から10行政区 (Verwaltung-
skreise / arrondissements administratifs) に) を受けたものである｡
11) 第６条は州内の行政単位を３段階に分けて公用語について詳しく規定している｡ 第１
段階として､ 同州内の５つの行政地域 (Verwaltungsregionen /administratives)
の内､ ベルン州ジュラ地方 (Berner Jura / Jura bernois) の公用語はフランス語 (同２
項ａ)､ ゼーラント行政地域 (Verwaltungsregion Seeland / administrative du
Seeland) の公用語はフランス語とドイツ語 (同２項ｂ)､ その他の地域の公用語はド
イツ語 (同２項ｃ) と規定している｡ 第２段階として､ ゼーラント行政地域内のビー
ル・ビエンヌ行政区 (Verwaltungskreis Biel/Bienne / arrondissement administratif de
Biel / Bienne) の公用語はフランス語とドイツ語 (同２項ｂ)､ ゼーラント行政区
(Verwaltungskreis Seeland / arrondissement administratif du Seeland) の公用語はドイ
ツ語 (同２項ｃ) と規定している｡ そして､ 第３段階として､ ゼーラント行政地域






tlinien die sprachlichen Dienstleistungen in der Zentralverwaltung des
Kantons Bern / Directives sur les prestations linguistiques dans l’administration





人人口13) は214万人で､ 同国人口854万人の25％に相当する｡ この比率は世界
有数の高さといえよう｡出身地域別にみると､ EUと欧州自由貿易連合 EFTA
諸国が141万人､ その他欧州諸国が37万人､ アフリカ諸国が10万人､ アジア
諸国が16万人､ アメリカ諸国が８万人で､ 多くが欧州諸国出身者であること
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13) 在留許可 B/C/L/Fまたは外交官などに対する FDFAを有する外国人住民｡
14) イタリア､ ドイツ､ ポルトガル､ フランス､ コソボ､ スペイン､ トルコの順に多い｡
15) 2017年のスイス労働人口調査 (Schweizerische : SAKE /
suisse sur la population active : ESPA) による｡
１. 連邦政府の外国人住民の社会統合政策
スイス連邦憲法は､ 第９章 (第121条､ 第121条ａ) で外国人住民の在留と
定住､ 亡命の認定に関する法整備の所管は連邦政府であると規定している｡
これらの規定に基づき､ 連邦政府が2005年に ｢連邦外国人法 (Bundesgesetz
die 	
und 	
AuG / loi 	sur les 
LEtr)｣ を定め､ それに従って各カントンが具体的な政策を実施している｡
また､亡命の扱いに関しては､ 1998年制定の ｢亡命に関する法律 (Asylgesetz :
AsylG / Loi sur l’asile : LAsi)) で詳しく定めている｡
そして､ より具体的に外国人住民の統合政策に関して定めた ｢外国人統合
条例 (Verordnung die Integration von 	
und 	

VIntA / Ordonnance sur 	des OIE)｣ を2007年に制定し
ている｡ この条例は､ 連邦政府 (連邦移民事務局と連邦移民委員会) とカン
トン､ 市町村の管轄について詳しく規定している (第１章､ 第３章)｡ また､





票にかけられてきた｡ 例えば､ 近年では2014年に ｢大量移民に反対する｣ 連
邦住民提案 (Volksinitiative “Gegen Masseneinwanderung” /
Initiative populaire “Contre l’immigration de masse”) が国民投票で僅差によ
り可決された｡ 同提案は移民の出身国別受け入れ人数の割り当て (クオータ




この国民投票の結果を受け､ 2019年に ｢連邦外国人法｣ は修正され､ ｢連




die Integratio : AIG / loi 	




LEtr 第４条)｡ ただし､ 外国人が在留許可を申請する際に､ スイス社会への
統合の度合いが一定の基準に達していることが要件として求めるようになっ
た (AIG/LEI 第58条ａ)｡ その要件は､ ａ.公共の安全と秩序の尊重､ ｂ.憲
法の価値の尊重､ ｃ.言語能力､ ｄ.経済活動への参加または技能訓練を受け
ていることである｡ 言語能力については別途定めるとしており､ 例えば定住








第68条は､ 州が移民の受け入れを推進し (同１項)､ 州と市町村が､ アイデ
ンティティの相互尊重と法治国家の基礎となる価値観の尊重という枠組み内
で彼らの統合を促進すると規定している (同２項)｡ そして第69条は､ 外国
人の帰化の促進や手続きについて規定している｡
第68条を根拠とし､ 州議会 (Grand Conseil) は2007年１月に ｢外国人の
統合と反人種差別法 (Loi sur 
	des 	et sur la du
racism: LIEPR)｣ を成立させた｡ そして同12月には､ この法律の内容を具体
的に運用するための条例 (
d’application de la loi sur 
	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16) Verordnung Zulassung, Aufenthalt und / Ordonnance relative 
l’admission, au et l’exercice d’une 	lucrative 第60条２項｡
des 	et la 
du racism: RLIEPR) を制定した｡ これらに基
づき､ 政策実施主体として ｢外国人の統合と反人種差別のための州事務局







織として､ ｢州移民諮問会議 (Chambre cantonale consultative des 	:
CCCI)｣ を設置している｡
2014年に各カントンは､ 統合を奨励するための諸施策を規定した ｢カント
ン統合プログラム (Programme cantonal : PIC)｣ を策定した｡
これは４年間のプログラムで､ 外国人の統合を奨励する上での８つの領域､
つまり､ 情報提供､ 助言､ 人種差別の防止､ 言語と職業訓練､ 就
学前の子ども､ 幼児､ 雇用､ コミュニティー通訳と異文化間の調整､ 	
社会統合､ における様々な施策を具体的に定めたものである｡ 現在は2018年
に新たに定められた21年までの第２の PICに基づき､ さまざまな施策が実
施されている段階である｡ ヴォー州も BCIが PICを策定している｡
2.2 ベルン州の外国人住民の統合政策
ベルン州憲法は第４条でマイノリティーについて定めており､ その１項は､
｢言語的､ 文化的､ 地域的マイノリティーのニーズが考慮される｣ と言語的
少数者に言及している｡
ベルン州議会 (Grosser Rat / Grand Conseil) は､ ｢連邦外国人法 (AuG/
LEtr)｣ を州内で具体的に適用するために､ 同州憲法の第４条と法の下の平
等について定めた第10条に基づき､ 2013年３月に ｢ベルン州外国人住民の統
合に関する法律 (Gesetz die Integration der 		:
IntG / Loi sur de la population du canton de Berne : LInt)｣
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を制定した｡ 同法は､ 統合を奨励するための諸施策 (第２章)､ 州､ 市町村､
雇用主の責務 (第３章) などについて規定して､ 詳細についてはベルン州参
事会 (Regierungsrat / Conseil-	) が定めるとしている｡ それを受け､
ベルン州参事会は､ 2014年10月に ｢ベルン州外国人住民に関する条例 (

die Integration der : IntV / Ordonnance
sur de la population du canton de Berne : OInt)｣ を制
定している｡ 同条例は､ 外国人住民が市町村で面談を受けなければいけない













務局 (Bureau cantonal pour des et la du ra-
cism: BCI)｣ を訪れ､ 聞き取り調査を実施した｡
2018年の統計によるとヴォー州の人口は約80万人で､ 外国人住民は33.3％
を占める17)｡ また､ 滞在許可のある12歳以上の外国人人口は､ 2019年６月末
柿 原 武 史114






ない､ 政策を実施している｡ この枠組みで､ IIIの2.1で見た諸法令が整備さ
れ､ BCIと ｢州移民諮問会議 (Chambre cantonale consultative des :
CCCI)｣ が政策実施主体として設置されたのである｡
そして､ BCIは2014年に PICを制定し､ Maison PIC という組織を立ち上














判断する｡ つまり､ 正規の課程に在籍し ｢フランス語集中講座 (cours
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intensifs de )｣ を受ける､ 正規の課程に在籍し ｢週５時間のフラン
ス語の授業｣ を受ける､  ｢受け入れ特別クラス｣ に在籍する､ のいずれか
である｡ これらはいずれも非フランス語話者の子どもをできるだけ早く正規
の課程に統合することを目的に設計されており､ 通常１年 (例外的に２年)
でこれらの措置は終了する｡ の ｢フランス語集中講座｣ では､ 生徒は通常
のクラスに在籍し､ 正規の授業の中または外で､ 個別に､ あるいはグループ
でフランス語の指導を受けることになる｡ 生徒のフランス語能力がある程度
認められる場合は､  正規の課程に在籍し ｢週５時間のフランス語の授業｣
を受講することになる｡ 一方､ フランス語能力が低い場合など､ 正規の課程




1.3 成人向けフランス語教育､ 母語保障教育､ その他の言語サービス
成人向けのフランス語教育に関しては､ 民間の学校や団体が講座を提供し､
BCIが援助して無償で受講できるようにしている｡ BCIによると2017年には
399の講座が開講された｡ CEFRの A1から B1までのレベルの講座が提供さ
れたが､ 399講座の内123講座は基礎フランス語の講座であった｡ これらの講
座の目的は､ 移民のスキルを向上させるためにフランス語を学ぶ機会を提






いる｡ また BCIは､ 親子向けの母語での読書会や､ 異文化図書館など子ど
も向けの母語使用活動は支援している｡
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外国人住民の母語による情報提供など､ 言語サービスに関しては､ Bien-
venue ｢ようこそ｣ というパンフレット (図１) を12言語で発行し､ Webサ
イトでもダウンロードできるようにしている｡ このパンフレットには､ 在留








法廷通訳､ 医療通訳などについては､ それぞれのケースに基づき､ 連邦､











域の主要都市である｡ 筆者は2019年９月６日に ｢ローザンヌ市移民局 (Bu-
reau lausannois pour les : BLI)｣ を訪れ､ 聞き取り調査を実施した｡
担当者の話によると､ 同市に居住する住民の43％がスイス国籍を有してい
ない｡ この数字にはスイス生まれでスイス国籍を有していない住民も含まれ､
10年ほど前から急増しているという｡ ローザンヌ市､ ニヨン市､ レナン市､
ヴヴェイ市､ イヴェルドン・レ・バン市の州内５大都市は､ 統合担当の代表
委員 (	






者の生徒のためのリソースセンター (Centre de ressources pour 	allo-





2.2 成人向けフランス語教育､ 母語保障教育､ その他の言語サービス
市は成人向けの職業訓練をおこなっている民間の団体に資金援助をおこなっ
ている｡ そのような団体の中で代表的なものとしては CIFEA (


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	pour la formation 
des adultes：成人の基礎教育のための




ディー・ビーチでのフランス語講座 (Cours de Vidy-Plage)｣ とい
うものがある (図２)｡ これは夏の休暇の時期にヴィディー・ビーチという
レマン湖畔の公園でおこなわれる５週間の初級フランス語講座プログラムで
ある｡ この講座は屋外でおこなわれ､ (在留許可のない者でも) 自由に､ そ
して気軽に参加できる雰囲気となるよう工夫されている｡ 同市は2009年にフ
ランス語圏スイスで初めてこのような講座を開始し､ 2019年に10回目を迎え









を提供している｡ 例えば､ 転居してきたばかりの外国人住民向けには､ スペ
イン語､ 英語､ ポルトガル語､ イタリア語､ フランス語で１時間半のワーク
ショップをおこなっている｡ このワークショップでは託児所､ 雇用､ 保健衛
生､ 保険､ 交通システムなどの基本的な情報を提供している｡ 2019年には新
たにアラビア語､ ティグリニャ (エチオピア) 語で実施し､ 2020年には中国
語でも実施予定とのことである｡ また､ BLIの事務所では､ 毎日13時から15
時の２時間､ 主に雇用に関する多言語相談 (スペイン語＝月曜日､ 英語＝火
曜日､ フランス語＝水曜日､ ポルトガル語＝金曜日､ イタリア語は事前予約
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ト Vivire a Lausanne をフランス語に加え､ アルバニア語､ ドイツ語､ 英語､








筆者は2019年９月４日に同市統合専門部 (Fachstelle Integration / Service
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19) 筆者はローザンヌ市ではスペイン語で､ ヴォー州､ ビール／ビエンヌ市では英語で聞
き取り調査をおこなった｡





Stadt Biel / Ville de Bienne (2015, p. 5) によると同市の2014年の人口は
54,931人で､ 外国人住民は17,309人 (31.5％) であった｡
3.1 子どもの言語教育と統合に関する取り組み
ビール／ビエンヌ市は､ 子どもに対する言語教育として ｢子どものための
ことばの家 (Kindersprachhaus / Maison des langues pour enfants)｣ プロジェ
クトという独自の取り組みをおこなっている｡ このプロジェクトは同市に在
住する就学前の子どもを対象としており､  ｢日常生活での言語エンカレッ
ジメント｣､  ｢開かれた言語エンカレッジメント｣､  ｢明示的な言語エン
カレッジメント｣ という３つの柱からなっている｡
はフランス語やドイツ語が話せない０歳～４歳の子どもが対象で､ 保育
所とプレイグループ20) で実施されている｡ 言語 (ドイツ語やフランス語) に
親しむための歌やゲームといった活動で構成されており､ 週に２回､ ２時間
の活動が半年間実施される｡ は､ 親がビール・リス地域市民大学
(Volkshochschule Region Biel-Lyss : VHS / 	
populaire 
Bienne-
Lyss : UP) のフランス語またはドイツ語の講座を受講している子ども向け
の早期言語エンカレッジメント活動のことである｡ この活動も遊びを通して
言語の学習を促進するものである｡ は言語集中講座または ｢両親・子ども
の言語 (Eltern-Kinder-Sprachtreff / 






















ている｡ 対応可能言語はアルバニア語､ ボスニア語､ クロアチア語､ セルビ




































本研究は､ 科学研究費助成事業 基盤研究 ｢自治体移民言語政策と言語認識に関する





議の政策を通して―｣ 『言語政策』 日本言語政策学会 第15号､ 5781頁.
増本浩子 (2010) ｢スイスにおける多言語・多文化主義｣ 『神戸大学文学部紀要』 第37号､
1733頁.
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